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Ⅰ　予算議案

　議案第１号

　伴うもの及びその他必要とする経費について措置するものです。

    補正額は、

　１１２億４，９６９万９千円

  です。

  　この補正予算による一般会計の歳入財源は、

　　２億１，６２８万３千円

　７４億２，２４６万６千円

　１７億２，７０５万６千円

　　　　１，４８９万４千円

　１８億６，９００万円

  です。

県 債

国 庫 支 出 金

繰 入 金

令和４年度一般会計補正予算案（第１号）の概要

    今回の補正は、新型コロナウイルス感染症対策に係るもの、国庫補助決定に

一 般 会 計

諸 収 入

分担金及び負担金

（単位：千円）

総 務 費 36,615,878 38,739 36,654,617

民 生 費 96,125,902 283,101 96,409,003

衛 生 費 46,740,790 6,413,947 53,154,737

農林水産業費 55,579,687 240,200 55,819,887

土 木 費 64,475,613 4,252,696 68,728,309

教 育 費 117,742,938 21,016 117,763,954

一般会計合計 641,477,000 11,249,699 652,726,699

一　般　会　計　歳　出　一　覧

款 別 補正前の額 今回補正額 計
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繰越明許費 
 

 

（議案第１号関係） 

 

１ 追 加 

款 項 事  業  名 金  額 

総 務 費 総務管理費  単身用宿舎八村荘再整備事業 

        千円 

      295,600 

 

《令和４年６月県議会定例会提出議案（令和４年度補正分） ５ページから抜粋》 
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Ⅱ 特別議案

議案第３号

県税の課税免除等の特例に関する条例の一部を改正する条例

税 務 課

１ 改正の理由

地方税の課税免除又は不均一課税に伴う措置が適用される場合について定めた総務省

令が改正されたことから、関係条項の改正を行う。

２ 改正の内容

地域再生法第17条の６の地方公共団体等を定める省令（平成27年総務省令第73号）の

一部改正により、適用期間及び特別償却設備に係る整備期間の期限が延長されたことか

ら、関係規定の改正を行う。

【参考】地域再生法に基づく県税の課税免除及び不均一課税の概要

３ 施行期日

この条例は、公布の日から施行し、令和４年４月１日から適用する。

改正前 改正後

適用期間の期限 令和４年３月31日 令和６年３月31日

特別償却設備に係る

整備期間の期限

認定を受けた日から同日の

翌日以後２年を経過する日まで

認定を受けた日から同日の

翌日以後３年を経過する日まで

課税免除 不均一課税

対象となる業種 指定なし

対象となる

特別償却設備

本社機能を有する事務所、研究所、研修所の用に供する減価償却資産で、

取得価額の合計額が3,800万円（中小企業は1,900万円）以上のもの  

対象となる設備投資 新設、増設

対象となる地域 諸塚村、椎葉村を除く県内全域

適用となる県税 不動産取得税

・事業税　　　

・不動産取得税

・県固定資産税
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報告第１号

専決処分の承認を求めることについて

税 務 課

宮崎県税条例の一部を改正する条例

（令和４年条例第17号）

令和４年３月31日

１ 改正の理由

地方税法等の一部を改正する法律（令和４年法律第１号）が公布され、令和４年４月

１日から施行されることに伴い、宮崎県税条例の関係条項の改正を行った。

２ 改正の内容

(1) ガス供給業に係る法人事業税の収入金額課税の見直し

ガス供給業のうち収入割により課税されているガス製造事業及びガス小売事業の法

人事業税について、令和４年４月１日以後に開始する事業年度から課税方式が見直さ

れたことから、関係規定の改正を行った。

(2) 大法人に対する法人事業税所得割の軽減税率の廃止

外形標準課税対象法人（資本金１億円超の法人）に係る法人事業税の所得割につい

て、令和４年４月１日以後に開始する事業年度から軽減税率が廃止されたことから、

関係規定の改正を行った。

(3) 不動産取得税の新築家屋の取得の日に係る特例措置の適用期限の延長

特例適用住宅新築用土地に係る不動産取得税の減額措置について、土地取得後の住

宅新築までの経過年数要件を緩和する特例措置の適用期限を令和６年３月31日まで延

長した。

(4) その他所要の改正

３ 施行期日

この条例は、令和４年４月１日から施行した。
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ガス供給業に係る法人事業税の収入金額課税の見直し

大法人に対する法人事業税所得割の軽減税率の廃止

改正前 改正後

各事業年度の

所得のうち

400 万円以下の金額 0.4 ％

1.0 ％400 万円超 800 万円以下の金額 0.7 ％

800 万円超の金額 1.0 ％

改正前 改正後

ガス導管事業

収入割　 1.0 ％

ガス導管事業 収入割　　 1.0 ％

ガス製造事業

ガ
ス
製
造
事
業

特定ガス

供給業

　　　収入割　　　　 0.48 ％

　　　付加価値割　　 0.77 ％

　　　資本割　　　　 0.32 ％

特定ガス

供給業以外の

ガス製造事業
【資本金１億円超の普通法人】

　付加価値割　　   1.2 ％

　資本割　　　　   0.5 ％

　所得割　　　　   1.0 ％

【資本金１億円以下の普通法人等】

　所得割

　・年 400 万円以下の所得　  3.5 ％

　・年 400 万円超

　　年 800 万円以下の所得　  5.3 ％

　・年 800 万円超の所得　　  7.0 ％

【特別法人】

　所得割

　・年 400 万円以下の所得　  3.5 ％

　・年 400 万円超の所得　　  4.9 ％

　

ガス小売事業 ガス小売事業

【参考】

他の一般の

事業

【資本金１億円超の普通法人】

　付加価値割　　   1.2 ％

　資本割　　　　   0.5 ％

　所得割　　　　   1.0 ％

【資本金１億円以下の普通法人等】

　所得割

　・年 400 万円以下の所得　  3.5 ％

　・年 400 万円超

　　年 800 万円以下の所得　  5.3 ％

　・年 800 万円超の所得　　  7.0 ％

【特別法人】

　所得割

　・年 400 万円以下の所得　  3.5 ％

　・年 400 万円超の所得　　  4.9 ％

【参考】

他の一般の

事業
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Ⅳ その他報告事項 

 

宮崎県情報公開条例の改正について 

 

総務課  

 

１ 改正の理由 

  本条例は、県民等の知る権利を尊重する目的で制定され、それに基づき公文書開示請

求の制度を設けている。 

誰もが持つ「公文書の開示を請求する権利」は、条例の趣旨・目的に則って正当に行

使すべき一定の責務があることから、公文書開示請求の適正な制度活用を推進し、円滑

な行政運営を確保するため、適正な請求についての規定を追加する。 

 

２ 背景 

近年、特定の人物による「請求する権利の濫用」と見受けられる公文書の開示請求

（広範囲、大量の文書を請求し、閲覧しない）が発生し、行政事務が停滞する事例が起

こっている。 

 

３ 改正の概要 

「公文書の開示を請求する権利」について、本来の目的を逸脱し、その権利を濫用す

ることを禁止する規定を設ける。 

（権利濫用の例） 

  ○ 行政事務の停滞が目的と認められる請求 

  ○ 特定の職員や所属に対する害意が明らかな請求 

 

４ これまでの経過及び今後の予定 

令和４年 ２月 公文書開示審査会への意見聴取 

令和４年 ７月 パブリックコメントの実施 

  令和４年 ９月 法令審査会 

  令和４年１１月 １１月定例会へ条例改正案を提案 
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宮崎県東京ビル再整備事業に係る優先交渉権者の決定について

財産総合管理課

１ 優先交渉権者決定までの経緯

(1) 令和３年10月26日から公募型プロポーザル方式により提案を募集し、令和４年４

月の書類提出期限までに６グループから応募があった。

(2) 令和４年５月に宮崎県東京ビル再整備事業審査委員会において最優秀提案者を選

定し、その結果を踏まえ、次のとおり優先交渉権者を決定した。

２ 優先交渉権者

ヒューリックグループ

区 分 会社名（担当業務）

代表事業者 ヒューリック株式会社（民間施設所有・民間施設等マネジメント）

株式会社竹中工務店(既存施設の解体設計･解体、新施設の設計･建設)

坂口建設株式会社（建設）

構 成 員 株式会社戸髙コーポレーション（建設）

株式会社安井建築設計事務所（工事監理）

ヒューリックビルマネジメント株式会社（維持管理）

３ 提案概要

（１）提案額

項 目 内 容

施設解体費及び ２，０９３，３００千円

県施設買取額 （消費税及び地方消費税の額を含む）

県が受け取る
９０，０００千円（年額）

借 地 料

（２）事業概要

項 目 内 容

建 設 地 東京都千代田区九段南４丁目８番２号

敷 地 面 積 １，４３８．５３㎡

構 造 地上１１階、地下１階 、鉄骨造

事 業 手 法 定期借地権方式（県施設県所有）

工 期 等
解体・建設工事：令和５年７月～令和８年９月

（予 定）
新施設供用開始：令和８年１０月

事業運営期間：６９年間（供用開始から事業終了まで）
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① 県施設

項 目 内 容

延 床 面 積 ３，５７４㎡

１階
フロンティアオフィス、コワーキングスペース、

施 設 概 要 県情報発信スペース、会議室

（主なもの） ２～３階 学生寮（男女計５２室、共同自炊室・洗濯室）

４～６階 職員宿舎（４０戸）

② 民間施設

項 目 内 容

延 床 面 積 ５，２１１㎡

施 設 概 要 ７～１１階 賃貸オフィス

４ 今後の主なスケジュール（予定）

令和４年９月 ９月定例会へ関連議案を提案

令和５年７月～６年９月 既存施設の解体

令和６年10月～８年９月 新施設の建設

令和８年10月 新施設の供用開始

新ビルの外観イメージ図
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学生寮イメージ

１階イメージ
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大規模災害時における物資の安定供給調査の結果について

危 機 管 理 課

１ 調査の概要

(1) 目 的 大規模災害が発生した場合に備え、発生後３日目までの

初動期において、物資を効率的に避難所に供給できるよう、

備蓄場所や備蓄数量等を調査する。

(2) 委 託 料 １０，４９４千円

(3) 委 託 先 三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング株式会社

(4) 調査年度 令和３年度

(5) 調査結果

① 備蓄物資の算定基礎となる避難者数

約26.9万人（避難所避難者に車中泊避難者を加えた数）

※平成28年に策定した宮崎県備蓄基本指針での避難者数は約23.7万人

② 県で確保すべき備蓄数量

※備蓄目標、流通備蓄の( )の数値は、平成29年に策定した備蓄計画の数量

現物備蓄の( )の数値は、令和４年３月末時点の備蓄数量
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③ 課題

・ 現物備蓄の増加に伴い、備蓄場所の更なる確保が必要

・ 永続的な利用が保証されていない備蓄場所がある

・ 備蓄場所が専用施設ではないため、効率的な搬入・搬出が困難

・ 県内には民間倉庫が少なく、空き率も低いため、民間倉庫の活用

は困難

・ 備蓄倉庫としての機能だけでなく、広域物資輸送拠点としての機

能を備えた大規模な施設整備の検討が必要

【参考】県の備蓄場所（８箇所）

○日本赤十字社 宮崎県支部 ○消防学校

○防災庁舎 ○都城総合庁舎

○延岡総合庁舎 ○小林総合庁舎

○小林市八幡原市民総合ｾﾝﾀｰ（※） ○元県立都農高校 校舎（※）

（※）は市町村所有

２ 今後の予定

有識者等で構成する「物資拠点整備部会」において、物資拠点施設の

整備について検討を行う。

令和４年６月 第１回部会の開催

７月～８月 第２回部会の開催
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